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2019 年 11 月に中国湖北省で発生した新型コロナウイルスは 2020 年 1 月 16 日に日本国内でも初め
て感染確認され，3 月 11 日には WHO がパンデミックを宣言し，感染拡大が続いている。日本国内に
おいても 4 月 16 日に全都道府県に緊急事態宣言が発出され，外出や移動の自粛等が求められた。  






2020 年 8 月，NPO 法人ファザーリング・ジャパンの全国でのコロナ禍前後の妊娠・出産に関するア









新型コロナウイルスの妊婦への影響は，2020 年 5 月時点では，妊婦が感染しても症状の経過や重症





されている 5）。このように新型コロナウイルスが及ぼす影響は未だ解明の途中である。  
2020 年 5 月 7 日，厚生労働省は，新型コロナウイルス感染拡大に伴い出産に不安を抱える妊産婦の
方々への電話相談窓口等の設置を都道府県及び一部の政令指定都市・中核市に依頼した。  2020 年 11








2020 年 8～9 月，厚生労働省ホームページの都道府県等における妊婦の方々への新型コロナウイルス
に関する相談窓口（都道府県設置主体）に記載されている相談窓口，47 都道府県 123 か所と中核市 1 か
所，計 124 か所対し，依頼文，無記名自己記入式質問紙を郵送した。質問紙は無記名とし，各自で小封
筒に入れ，回収用大封筒で回収し，封をしてもらい，返信用封筒にて回収した。調査協力の同意は，質
問紙の返信を以て得たものとした。  31 都道府県，62 か所，234 名から回収を得た（回収率 50.0%）。回










して 2020 年 4 月 7 日に 7 都府県を特定（警戒）都道府県に指定した際の週平均の新規感染者数  （報告
数）は，10 万人あたり 5 人程度であり 7），新型コロナウイルス感染症対策専門家会議  「新型コロナウイ
ルス感染症対策の状況分析・提言」において，感染拡大注意都道府県の判断基準については，特定（警
戒）都道府県の指定基準等を踏まえつつ，その半分程度などの新規報告者数等で判断することが考えら
れる 8）とされているため，感染拡大注意都道府県の基準を，本研究の回収締切日である 2020 年 9 月 4 日
時点で新規感染者数（報告数）が 10 万人あたり 2.5 人/週以上であることとした。該当した都道府県は，
埼玉，千葉，東京，神奈川，富山，石川，福井，長野，愛知，京都，大阪，福岡，沖縄であった。感染状
況別では，感染拡大注意都道府県は 12.9%（職能団体の相談窓口 62.5%，行政の相談窓口 37.5%），その
他の都道府県は 87.1%（職能団体の相談窓口 18.5%，行政の相談窓口 81.5%）であった（表 1）。  
所属スタッフ数は 7.4±5.5[1-24] （mean±S.D.[range]）人であった。窓口の所属するスタッフは職能団体
の相談窓口では「助産師」100%，行政の相談窓口では「保健師」が 95.8%と高率であった。昨年度の相
談件数は 178.6±264.9[0-1200]件であった。相談方法は「電話」が最も高率であり，「面接」は約 6 割の窓
口が行っていた。職能団体の相談窓口では「メール」での相談も 78.6%と高率であった。「オンライン」










全体 職能団体 行政 感染拡大注意都道府県＊ その他の都道府県
(n= 62) (n =14) (n =48) (n =8) (n =54)
職能団体62.5%(5/8) 職能団体18.5%(10/54)
行政37.5%(3/8) 行政81.5%(44/54)
所属スタッフ数 7.4±5.5[1-24] 11.6±6.8[2-24] 6.3±4.6[1-23] 11.2±8.1[3-23] 6.9±5.0[1-24]
　無回答 8.5%(5/62) 21.3%(3/14) 4.2%(2/48) 25.0%(2/8) 5.6%(3/54)
所属スタッフ職種
　保健師 77.4%(48/62) 14.3%(2/14) 95.8%(46/48) 25.0%(2/8) 85.2%(46/54)
　助産師 35.5%(22/62) 100%(14/14) 16.7%(8/48) 100%(8/8) 25.9%(14/54)
　看護師 19.4%(12/62) 14.3%(2/14) 20.8%(10/48) 25.0%(2/8) 18.5%(10/54)
　事務 4.8%(3/62) 0%(0/14) 6.3%(3/48) 0%(0/8) 5.6%(3/54)
　産科医 3.2%(2/62) 14.3%(2/14) 0%(0/48) 0%(0/8) 3.7%(2/54)
　社会福祉士 3.2%(2/62) 7.1%(1/14) 2.1%(1/48) 12.5%(1/8) 1.9%(1/54)
　心理士 3.2%(2/62) 7.1%(1/14) 2.1%(1/48) 12.5%(1/8) 1.9%(1/54)
　その他 4.8%(3/62) 0%(0/14) 6.3%(3/48) 0%(0/8) 5.6%(3/54)
昨年度相談件数 178.6±264.9[0-1200] 430.6±358.1[10-1200] 111.9±183.2[0-800] 415.3±266.1[10-800] 140.2±244.0[0-1200]
　無回答 30.6%(19/62) 35.7%(5/14) 29.2%(14/48) 25.0%(2/8) 31.5%(17/54)
相談方法
　電話 96.8%(60/62) 92.9%(13/14) 97.9%(47/48) 100%(8/8) 96.3%(52/54)
　面接 58.1%(36/62) 64.3%(9/14) 56.3%(27/48) 37.5%(3/8) 61.1%(33/54)
　メール 46.8%(29/62) 78.6%(11/14) 37.5%(18/48) 50.0%(4/8) 46.3(25/54)
　オンライン 6.5%(4/62) 21.4%(3/14) 2.1%(1/48) 25.0%(2/8) 3.7%(2/54)
　手紙 3.2%(2/62) 0%(0/14) 4.2%(2/48) 0%(0/8) 3.7%(2/54)
　その他 9.7%(6/62) 28.6%(4/14) 4.2%(2/48) 25.0%(2/8) 7.4%(4/54)





2．対象の背景   
年齢は職能団体の相談窓口では 53.5±10.6[24-75]歳，行政の相談窓口では 41.2±13.3[22-69]歳と職能団
体の相談窓口の方が 10 歳以上高齢であった(表 2)。性別は女性が 9 割であった。職種は保健師 46.1%と
助産師 44.8%と高率で，社会福祉士や産科医等看護職以外の職種は低率であった。窓口組織別では，職











(n =230) (n =105) (n =125)
年齢 46.8±13.6[22-75] 53.5±10.6[24-75] 41.2±13.3[22-69]
　無回答 3.9%(9/230) 4.8%(5/105) 3.2%(4/125)
性別
　男性 5.2%(12/230) 1.0%(1/105) 8.8%(11/125)
　女性 91.3%(210/230) 95.2%(100/105) 88.0%(110/125)
　その他 0%(0/230) 0%(0/105) 0%(0/125)
　無回答 3.5%(8/230) 3.8%(4/105) 3.2%(4/125)
職種
　保健師 46.1%(106/230) 1.9%(2/105) 83.2%(104/125)
　助産師 44.8%(103/230) 91.4%(96/105) 5.6%(7/125)
　看護師 3.9%(9/230) 1.0%(1/105) 6.4%(8/125)
　社会福祉士 1.7%(4/230) 1.9%(2/105) 1.6%(2/125)
　産科医 1.3%(3/230) 2.9%(3/105) 0%(0/125)
　その他 1.7%(4/230) 1.0%(1/105) 2.4%(3/125)








3）。年齢別では 20 代の「増えた」が他の年代に比較して有意に高率であった（図 4）。職種別においては












































では 60 代以上と比較して 20 代から 50 代が有意に高率であった（図 9）。「相談室の感染予防対策」では
20 代と比較して 40 代，50 代，また，30 代と比較して 50 代が有意に高率であった。「国や自治体からの






































































「厚生労働省のホームページ」は 86.1%と使用率が高率であった  （図 18）。「地元の自治体のホームペ







であった（図 20）。年齢別では，「地元の自治体のホームページ」において 50 代と 60 代以上が 20 代と














































「あり」は 4.3%で相談件数は 3.5±3.0[1-10]件であった（図 79）。窓口組織別，感染状況別での有意差



















 「出産予定医療機関の変更」（30.0%），「妊産婦への影響」（30.0%），が高率であった（図 82）。 
その他では，「分娩前の PCR 検査」「里帰りはできるかどうか」「親が陽性になった場合，子が陰性の





















療機関の選択」「家族の赤ちゃんへの面会制限」は約 2 割が相談を受けていた（図 23）。窓口組織別では，
全項目において，職能団体の相談窓口が高率であった（図 24）。感染状況別では，「里帰り出産の制限」
「妊婦への影響」「立会い分娩の制限」「胎児への影響」「家族の赤ちゃんへの面会制限」の項目において


































図 23．「相談を受けたことがあること」  
 

































図 28．「回答が困難であったこと」  
（感染状況別） 
 
図 26．「回答が困難であったこと」  
 






 「出産予定医療機関の選択」が 25.0%と最も高率であり，「胎児への影響」「里帰り出産前の PCR 検査」











図 29．「相談を受けた」のうち「回答が困難」  
 
図 30．「相談を受けた」のうち「回答が困難」  
（窓口組織別） 
 
図 31．「相談を受けた」のうち「回答が困難」  
（感染状況別） 
 



























知識問題の合計点数を見てみると，全体では 4.4±1.8 （mean±S.D.）点となり，満点が約 4 割であった
（図 38）。窓口組織別では，職能団体の相談窓口 4.7±1.7 点，行政の相談窓口 4.2±1.9 点であり，職能団
体の相談窓口が有意に高得点である傾向が見られた（図 39）。感染状況別では，感染拡大注意都道府県
5.0±1.3 点，その他の都道府県 4.3±1.9 点であり，感染拡大注意都道府県が有意に高得点であった（図 40）。
年齢別では，年齢が高くなるにつれ高得点であった（図 41）。職種別では，助産師 4.7±1.7 点，保健師

















































































図 43．「相談者へ説明したことのあること」  
 

































































図 46．「相談を受けたことがあること」  
 
図 47．「相談を受けたことがあること」  
（窓口組織別） 



















































図 52．「相談を受けた」のうち「回答が困難」  
 
図 53．「相談を受けた」のうち「回答が困難」  
（窓口組織別） 
 




































差が見られた（図 59）。職種別においては窓口組織別と同様の結果であった（図 60）。  
知識問題の合計点数を見てみると，全体では 4.3±2.1 点であり，5 点以上が約 5 割であった（図 61）。
窓口組織別では，職能団体の相談窓口 4.8±2.0 点，行政の相談窓口 3.9±2.0 点と職能団体の相談窓口が有




点であった（図 64）。職種別では，助産師 4.9±2.0 点，保健師 3.8±2.1 点と助産師が有意に高得点であっ



































































図 66．「相談者へ説明したことのあること」  
 
 






























































また，国立成育医療研究センターが 2020 年 9 月～10 月に行った調査 17）によると，3～5 歳児の保護者
 
図 69．「相談を受けたことがあること」  
 
図 70．「相談を受けたことがあること」  
（窓口組織別） 
 


















































図 75．「相談を受けた」のうち「回答が困難」  
 
図 76．「相談を受けた」のうち「回答が困難」  
（窓口組織別） 
 
図 78．「相談を受けた」のうち「回答が困難」  
（職種別） 
 

















































来，毎月の相談は 30 人ペースであったが，2020 年 7 月には 152 人となり，10 代の相談が７割を占めて
おり，収入減少や外出自粛や休校により，屋内で過ごす時間が長くなったとの声が目立つとの報告があ
る 18）。  
 
図 85．増加している相談内容   
 

























た 5，6 月の相談件数が，前年同月比でそれぞれ約 1.6 倍に増えていた 23）ことが報告されている。DV 被
害についても潜在化している可能性が考えられる。  
さらに，今回の調査では，「こんな時期に妊娠してよいか」との相談もあったこと，厚生労働省の集計














「PCR 検査を受けられる条件」（40.9%），「PCR 検査を受けられる場所」（38.3%）が約 4 割と高率であ
り，次いで「子育て支援センターの制限・休館」（15.7%），「保育所・幼稚園・託児所の臨時休園」（10.9%）




































































































おいて共通して実施されている項目は約 5 割であった（図 95）。窓口組織別では，「里帰り出産が困難な
妊産婦への育児等支援サービス（妊産婦総合対策事業）」において行政の相談窓口が有意に高率であった
（図 96）。感染状況別では，有意差は見られなかった（図 97）。年齢別では，「子育て世帯への臨時特別
給付金（児童手当世帯への追加支給）」について 20 代に比べて 60 代以上が有意に高率率であった（図
98）。「里帰り出産が困難な妊産婦への育児等支援サービス（妊産婦総合対策事業）」  は 20 代が 60 代以
上に比較して有意に高率であった。職種別においては窓口組織別と同様の結果であった（図 99）。  
知識問題の合計点数を見てみると，全体では 4.2±3.2 点であった（図 100）。窓口組織別，感染状況別，
年齢別，職種別，において，有意差は見られなかった（図 101，102，103，104）。  
 
図 95．相談員の知識   
 
図 96．相談員の知識  （窓口組織別）  
 
図 98．相談員の知識  （年齢別） 
 





















































































図 107． 「有効と思うこと」（感染状況別） 
 





























図 110． 「相談者へ説明したことのあること」  
 
図 111．「相談者へ説明したことのあること」  
（窓口組織別） 
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